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田村 壮児 様 

高知県労働組合連合会   

執行委員長 田口 朝光 

 

雇用の確保、入札制度の見直し、公契約の制定に関する申し入れ 

 

 県内の雇用の確保、産業振興に対する貴職の奮闘に敬意を表します。 

 項目が多い為、当日の要請では（１）働き続けられる場の確保について、（２）若者の県内定

着策などについて、（５）公契約条例の制定、入札制度の改善についての３項目に絞って話し

合いを持ちたいと考えております。なお、各要請項目に対する文章での回答をお願いします。 

 

（１）働き続けられる場の確保について 

１．本県のように雇用情勢の厳しい地域に対しては、国からの支援が欠かせません。「地域

人づくり事業」を２７年度以降も継続して取り組めるよう、国に働きかけてください。また、緊急

雇用事業のように、市町村にとって使い勝手のいい事業の創設を国へ求めて下さい。 

 

２．国の助成制度を積極的に活用し、高齢者や母子家庭などの就労困難者などの雇用の

場創出を企業へ働きかけてください。 

 

３．「当面短期、中期安定」の雇用を視野に施策展開を行ってください。 

①事業所が「地域人づくり事業」を活用しやすいよう、事業所への周知方法の見直しはも

ちろん、事業所の経営実態に則した活用アドバイスを充実させてください。 

 

②非正規から正規への転換を推進するよう、「地域人づくり事業」（非雇用型）では、間接

補助とともに直接補助が出来るよう改善してください。 

 

４．近年、国や県の補助金を活用した一部の企業で働く労働者の劣悪な働き方が表面化し

ています。また、起業 10 年以内のいわゆる「ベンチャー企業」の多くで、長時間労働やサー

ビス残業が常態化しています。雇用を創出したとしても、その働き方が劣悪なものであって

は、県内産業の活性化や人材の育成はできません。県が進めた｢起業支援型地域雇用創

造事業｣のような起業支援への補助を行う際には、活用しやすい支援の充実とともに、そこ

で働く労働者の働き方を調査できるよう、労働局と連携して取り組んでください。 
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５．OECD の調査や全教の実態調査で、教職員の長時間過密労働の実態が明らかになっ

ています。公務のブラック化に歯止めをかけるためにも、教職員の長時間過密労働の解消

に向けた具体策を提示して下さい。 

また、臨時教職員の処遇改善を行ってください。 

 

６．高知の現状に適した雇用（高収入でなくても、安定した雇用）の実現を施策の柱に据え

て下さい。 

①3 月 19 日、県議会で最低賃金の引き上げを求める意見書が採択されました。現行の

最低賃金では、高知に住み続けることが出来ないということが、県全体の合意となりまし

た。しかし、8 月 28 日に答申された高知県の最低賃金額は 677 円と未だに 2010 年の政

労使合意（2020 年までに 1000 円以上の実現）の実現は困難なほどの低水準です。 

法定の最低賃金の大幅引き上げが困難である中で、県として企業内最低賃金の引き

上げの促進を独自に行ってください。具体的には、国の業務改善助成金（40 円の引き上

げ）の施策に県独自の支援策（800 円までの計画を策定する等）を上乗せ、横出しして実

施してください。 

 

②「出産後の女性再就職促進事業」の取り組みは評価しますが、多くの企業で出産を機

に退職をせざるを得ない状況に労働者が追い込まれています。「出産後の女性再就職

促進事業」の拡充と共に、産休・育休を取りやすい制度（休職中の労働者の補充に対す

る補助）の拡充を検討してください。 

また、こうち男女共同参画会議に県労連代表を加えてください。 

 

③労基法３６条違反やパワハラなど、ブラック企業と言われる企業が横行しています。労

働局と連携し、働きやすい職場環境の実現を支援してください（労働基準法上の労使協

定締結、安全衛生委員会の開催、メンタルヘルス対策、均等待遇、男女共同参画、若手

の定着施策などの推進）。 

また、県が取り組む「高知県次世代育成支援企業認定制度」についても、紙面上の認

定企業ではなく、実態として取り組みを進める企業を認定するよう、労働局とも連携し、支

援を進めて下さい。 

 

④公的職業訓練と OJT（On-the-Job Training）とを柔軟に連動させたキャリア形成支援

策をさらに充実してください。 

 

７.求職者支援とハローワークの機能強化 

①県内ハローワークへの交通費補助として、回数券を配布する等、県としての補助の制

度を作ってください。 
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②相談、あっせん、就職先の開拓など、求職者に充分な対応ができるよう、ハローワーク

職員の増員を国へ働きかけてください。 

 

③国が進める、「日本再興計画」の中で、ハローワークの求人情報を民会企業へ提供す

ることが強く押し出されています。これによって、民間企業による正規から非正規への斡

旋などが懸念されます。地方で働く労働者の生活を守る立場として、就労については、

国が責任を持つよう求め、県としても職業斡旋の事業を民営化しないでください。 

 

８．農林水産業、医療、介護、自然エネルギー分野の雇用創出に努めてください。 

新規就農研修支援事業、新規漁業就業者支援事業の一層の推進と、林業分野での

支援制度の創設を行ってください。 

国の求職者支援制度を活用した医療、介護部門への就業促進、医療、介護分野の人

材定着と雇用増を図るために、処遇の改善策を国に働きかけてください。また、県独自の

事業の創設や、処遇（労働条件）改善の対策を打ち出してください。 

 

 

（２）若者の県内定着策などについて 

１．若者の定着率の向上とブラック企業撲滅のため、県内企業を紹介するパンフレットに、

離職率や有休取得率、育休取得率と産後復帰率等を掲載してください。 

 

２．ブラックバイトという言葉が注目を集めているように、アルバイトの学生などを使い捨てに

する企業が問題となっています。過密な労働によって、学業や生活がないがしろにされるケ

ースも報告されています。また、アルバイト時代の過酷な体験は、就職への意欲はもちろん、

就職先の労働条件が劣悪であっても、それを受け入れてしまう温床となりかねません。労働

基本権についての知識や自覚は、若者の離職防止、職場への定着にとっても重要です。 

 

①県教委として、現状にどういった問題意識を持っているのかをお聞かせください。 

 

②若者雇用セミナーや各学校等において労働組合役員の出前授業など、労働基本権

にかかわる教育を積極的に行ってください。 

また、各種相談窓口の紹介を行ってください。 

 

③高知県商工労働部が作成した、「働くルール知っていますか？」のリーフレットをさらに

充実させて下さい。特に、1 人加盟できる労働組合の紹介や契約書や賃金明細の保管、

パワハラやセクハラ等についてメモを必ず取るなどの「自分を守るための知識」を加えて

下さい。また、その制作については、労働組合との意見交換等の対策を取ってください。 
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④インターンシップについて、企業を訪問し、仕事の説明を受けるだけでなく、現場で働

く労働者や会社の労働組合役員とも懇談できるように改善し、本来の働く意味や働く権

利について学べるようにしてください。 

 

⑤高知しごとネットなど、県のＨＰに労働組合とその窓口、労働問題についてのＱ＆Ａ等

について掲載してください。 

 

３．高卒未就業者を含む「３年以内既卒者」対策の強化とフォローアップを引き続き充実し

てください。 

また、その後の若年未就業者支援策をより長期的な視点で、また、精神、生活両面に

渡りきめ細かに行ってください。そのために県（知事部局、県教委、福祉事務所）、市町村

（本庁、教委、福祉担当部署）、労働局、経営者団体、労働組合、NPO 等の連携を進め

てください。 

 

 

（３）高齢者･障害者雇用の改善策について 

１．公安法 5 条･40 条に基づく「高齢者事業団」への援助･育成措置の具体化について 

厚労省が発表した「生涯現役世代の実現に向けた就労のあり方に関する検討会報告書」

で、雇用の受け皿として NPO などと合わせて高齢者事業団等の活用についての記述があり

ました。引き続き、国の公安法 5 条･40 条に基づく「高齢者事業団」に対する、１日も早い「設

定」と事業開始をお願いします。 

 

２．雇用･失業対策の強化について 

①失業者の雇用の場を確保し、生活を支えるために公的就労事業制度を確立するよう国

に働きかけるとともに、都道府県として就労事業を実施すること。 

 

②国の「雇用創出基金による事業」（緊急雇用事業･重点分野雇用創造事業･震災等緊

急雇用対応事業）を継続し、基金に積み増しされた「地域人づくり事業」の積極的活用を

はかるとともに、されに増額するよう国に要請してください。 

 

 

（４）雇用対策の推進について 

１．県が重点分野を絞って検討を進める雇用対策の委員会において、実際に現場で起こっ

ている問題など、多様な情報を集約することが、雇用と働き方の質を高めるために必要で

あると考えます。県の雇用対策に関わる委員会（高知県戦略産業雇用創造プロジェクト推

進協議会）に、県労連からも委員を選出してください。 
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２．国と自治体の雇用関係行政の連携強化を更に進めてください。 

ただし、連携強化と国の業務の地方移管は別問題であり、雇用情勢が厳しく財政力の

弱い本県にとって地方移管はサービス低下につながります。推進の姿勢を見直し、慎重

に対応してください。 

また、国は民間会社による就職斡旋を急速に押し進めています。しかし、ハローワーク

が持つ就職情報の民間への流出は、さらなる非正規化の助長につながる懸念があります。

県として就職斡旋という専門性のある仕事については、国と県が責任を持って維持するよ

う、国に求めるとともに、安易な民間への移行は避けて下さい。 

 

 

（５）公契約条例の制定、入札制度の改善について 

２０１３年度の公共工事設計労務単価が１５％引き上げられました。しかし、相次ぐ「不落」

が続く状況の中、２０１４年２月にも平均７．１％の引き上げが行われました。資材の高騰はも

ちろん、この間進んできた際限のない労働条件悪化によって、労働者不足が深刻化したこ

とも背景にあります。地域に根ざした企業とそこで働く労働者の賃金･働き方を守ることが、

地域の経済を好循環させるとともに、南海トラフの巨大地震や風水害からの早急な復旧を果

たす核であることは明らかです。 

公共事業関連で働く労働者の適正な賃金、労働条件の確保と地域を支える地元業者の

育成のため、入札制度の改善、公契約条例の制定について各自治体と協議して以下の措

置を講じてください。 

１．公契約制度の制定について 

①ＩＬＯ９４条約(公契約における労働条項に関する条約)の趣旨にもとづき、公的関連事

業で働く労働者の公正な賃金・労働条件の確保のために、賃金等確保条例(公契約条

例)を制定してください。 

 

②公契約条例の研究･制定に向けて、県として検討委員会を立ち上げてください。またそ

の委員には政・労・使の３者を加え、今後の県の公契約のあり方について充分に検討して

ください。 

 

２．入札制度の改善について 

①金額や技術力だけではなく、若者や高齢者の雇用確保、地元経済への循環的波及

効果、災害復旧面での地域貢献などを考慮した入札方式を進め、地域を支える地元業

者の育成を図って下さい。特に、雇用の質という面にも注目し、離職率や有休取得率、

育休取得率なども評価の対象にしてください。 
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②２０１３年度の公共工事設計労務単価が 15％引き上げられましたが、現場で働く労働

者の収入はほとんど上昇していないのが現実です。県として、設計労務単価の引き上げ

が、どの程度賃金の引き上げに反映されているかを独自で調査･把握し、労働条件の引

き上げを指導してください。 

また、公契約の職場でワーキングプアを出さないよう労働者の賃金把握と改善を進め

てください。 

 

③最低制限価格の導入（改善）による入札率の引き上げが、どのように賃金改善につな

がっているのか把握してください。 

また、それを法的に可能にするため、労働者の賃金、労働条件、労働諸法の遵守状況、

各種保険、建設業退職金共済制度への加入状況の報告を文書で求めるとの内容を工事

請負契約書に盛り込んでください。 

 

④県の発注する清掃委託事業では、最低制限価格が設定されていないため、入札価格

が毎年下がり続けています。それによって労働者の賃金も最低賃金に張り付いた賃金

となっています。官製ワーキングプアを出さない取り組みを進めるためにも、県が発

注する委託事業についても最低制限価格を設定し、労働者の賃金確保を行って下さい。 

 

⑤入札の結果、受注業者が変更になった場合にも新たな受注業者に、労働者の雇用や

賃金が基本的に引き継がれるような契約内容（文書あるいは口頭）の改善を行い、労働条

件の引き下げがされないようにしてください。 

 

 

以上 

 


